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（定義）  

第二条 この法律で「発明」とは、自然法則を利用した技術的思想の創作のうち高

度のものをいう。 

２ この法律で「特許発明」とは、特許を受けている発明をいう。 

３ この法律で発明について「実施」とは、次に掲げる行為をいう。 

 一 物（プログラム等を含む。以下同じ。）の発明にあつては、その物の生産、

使用、譲渡等（譲渡及び貸渡しをいい、その物がプログラム等である場合には、

電気通信回線を通じた提供を含む。以下同じ。）若しくは輸入又は譲渡等の申

出（譲渡等のための展示を含む。以下同じ。）をする行為 

 二 方法の発明にあつては、その方法の使用をする行為 

 三 物を生産する方法の発明にあつては、前号に掲げるもののほか、その方法に

より生産した物の使用、譲渡等若しくは輸入又は譲渡等の申出をする行為 

４ この法律で「プログラム等」とは、プログラム（電子計算機に対する指令であ

つて、一の結果を得ることができるように組み合わされたものをいう。以下この

項において同じ。）その他電子計算機による処理の用に供する情報であつてプロ

グラムに準ずるものをいう。 

 

 

 

（特許の要件）  

第二十九条  産業上利用することができる発明をした者は、次に掲げる発明を除

き、その発明について特許を受けることができる。 

 一 特許出願前に日本国内又は外国において公然知られた発明 

 二 特許出願前に日本国内又は外国において公然実施をされた発明 

 三 特許出願前に日本国内又は外国において、頒布された刊行物に記載された発

明又は電気通信回線を通じて公衆に利用可能となつた発明 

２ 特許出願前にその発明の属する技術の分野における通常の知識を有する者が

前項各号に掲げる発明に基いて容易に発明をすることができたときは、その発明

については、同項の規定にかかわらず、特許を受けることができない。 
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（特許を受けることができない発明）  

第三十二条  公の秩序、善良の風俗又は公衆の衛生を害するおそれがある発明に

ついては、第二十九条の規定にかかわらず、特許を受けることができない。 

 

 

 

（特許権の効力）  

第六十八条  特許権者は、業として特許発明の実施をする権利を専有する。ただ

し、その特許権について専用実施権を設定したときは、専用実施権者がその特許

発明の実施をする権利を専有する範囲については、この限りでない。 

 

 

 

（特許権の効力が及ばない範囲）  

第六十九条 特許権の効力は、試験又は研究のためにする特許発明の実施には、及

ばない。 

２ 特許権の効力は、次に掲げる物には、及ばない。 

 一 単に日本国内を通過するに過ぎない船舶若しくは航空機又はこれらに使用

する機械、器具、装置その他の物 

 二 特許出願の時から日本国内にある物 

３ 二以上の医薬（人の病気の診断、治療、処置又は予防のため使用する物をいう。

以下この項において同じ。）を混合することにより製造されるべき医薬の発明又

は二以上の医薬を混合して医薬を製造する方法の発明に係る特許権の効力は、医

師又は歯科医師の処方せんにより調剤する行為及び医師又は歯科医師の処方せ

んにより調剤する医薬には、及ばない。 

 

 

 

（差止請求権）  

第百条 特許権者又は専用実施権者は、自己の特許権又は専用実施権を侵害する者

又は侵害するおそれがある者に対し、その侵害の停止又は予防を請求することが

できる。 

２ 特許権者又は専用実施権者は、前項の規定による請求をするに際し、侵害の行

為を組成した物（物を生産する方法の特許発明にあつては、侵害の行為により生

じた物を含む。第百二条第一項において同じ。）の廃棄、侵害の行為に供した設

備の除却その他の侵害の予防に必要な行為を請求することができる。 
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（侵害とみなす行為）  

第百一条 次に掲げる行為は、当該特許権又は専用実施権を侵害するものとみな

す。 

 一  特許が物の発明についてされている場合において、業として、その物の生

産にのみ用いる物の生産、譲渡等若しくは輸入又は譲渡等の申出をする行為 

 二  特許が物の発明についてされている場合において、その物の生産に用いる

物（日本国内において広く一般に流通しているものを除く。）であつてその発

明による課題の解決に不可欠なものにつき、その発明が特許発明であること及

びその物がその発明の実施に用いられることを知りながら、業として、その生

産、譲渡等若しくは輸入又は譲渡等の申出をする行為 

 三  特許が方法の発明についてされている場合において、業として、その方法

の使用にのみ用いる物の生産、譲渡等若しくは輸入又は譲渡等の申出をする行

為 

 四  特許が方法の発明についてされている場合において、その方法の使用に用

いる物（日本国内において広く一般に流通しているものを除く。）であつてそ

の発明による課題の解決に不可欠なものにつき、その発明が特許発明であるこ

と及びその物がその発明の実施に用いられることを知りながら、業として、そ

の生産、譲渡等若しくは輸入又は譲渡等の申出をする行為 

 

 

 

（侵害の罪）  

第百九十六条 特許権又は専用実施権を侵害した者は、五年以下の懲役又は五百万

円以下の罰金に処する。 

 

 

 

 

 
 


